


52

　管理組合の異なる2つの団地が一体で設定されている一団
地認定区域（建築基準法第86条）について、行政と連携のも
と一団地認定の変更を行った団地建替えの検討事例。

●  居住者の高齢化が進む中、改修工事では完全なバリアフリー化を果たすことは難しく、建物設備の劣化に伴う、配管等の破
損や漏水が頻発していた。

2013年 建替え検討開始

2014年 団地再生検討会設立が承認

2015年 団地再生検討会が
検討継続を答申

2016年 団地再生推進決議が可決
団地再生検討委員会発足
コンサルタント選定・契約
市が一団地内の
建替え方針を確認

2017年 修繕・改修案、建替え案の
説明会実施
個別面談の実施

2018年 建替え推進決議可決（賛成88%）
こまどり団地
建替え推進計画委員会発足

所 在 地 神奈川県横浜市
竣 工 年 1978年
敷 地 面 積 8,252㎡
建 築 面 積 1,266㎡
延 床 面 積 4,670㎡
構 造 鉄筋コンクリート造
階 数 地上5階
棟 数 4棟（内、集会所1棟）
総 住 戸 数 60戸
区分所有者数（住宅） 60名
住 宅 以 外 の 用 途 無

従前建物の情報

上記課題の解決を図り団地再生を目指す

●  建築基準法第86条による一団地認定区域内での複数団地の建替えは事例が少なく、本件は両団地の建替えを前提とし、最
終的に必要最低限の一団地認定区域となるよう工夫した団地建替えであり、先導的と評価。

〔令和3年度第2回　評価委員会公表資料（国立研究開発法人建築研究所作成）より〕

マンション名 港南台こまどり団地
提 案 者  三菱地所レジデンス株式会社

一団地認定区域内における一部団地の建替え

※地理院地図を加工して作成

取組概要 従前建物外観（建物解体済）

検討経緯等

評価委員会で評価された内容

検討課題 ❶

2つの団地一体の一団地認定を取消
して、こまどり団地のみの敷地で建
替えを行うには、認定の取消しに
際し、管理組合の異なる隣接団地
（1976年竣工）を含めた権利者全員
（計550戸）の一団地認定解除の合意
が必要だった。

一団地認定

検討課題 ❷

敷地南側（約2,000㎡ /敷地の 1/4相
当）上空に高圧送電線があり、地役
権設定で「送電線下の建造物の一切
の築造禁止」と定められていた。

地役権設定

建替えにあたり右記2点の課題解決が必要。
いずれも「権利者全員の同意取付」を求めら
れていることが、建替えの障壁となっていた。

建替
（工事）
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　一団地認定の取消しは、2つの団地が同時期に建替えを行う場合であれば、全員同意を得やすいことも考えられるが、両団地
では、これまでに実施してきた管理や修繕・改修等も異なり、足並みを揃えて建替えの検討を行うことは現実的な状況ではな
かった。
　このため、先行して港南台こまどり団地は建替えを行いつつ、将来的に隣接団地が建替えを行う際に、一団地認定が取消しで
きる状況となるよう、所管行政庁の横浜市と継続して協議を実施。結果として、次の方針で建替えの検討を進めることとなった。
●  将来的に一団地認定が取消しされた場合であっても、建替え後の港南台こまどり団地が建築基準法等に適合する計画とすること
●  港南台こまどり団地の先行建替えに際しては、隣接団地の建築基準法の適合状況に影響を与えるため、隣接団地に対して十
分な説明を行うこと。

　このような方針のもと、隣接団地へ港南台こまどり団地の建替えの検討状況や、関係法令の概要、隣接団地への影響の有無
などを丁寧な説明を行うなどの取組を踏まえ、事業を進めている。

南から見たイメージパース

隣接団地への十分な周知

1階
平面図

コミュニティスペース
（地域交流・憩いの場）

生活動線による地域貢献
（コミュニテイ・防災等に活用）

防災倉庫等による
地域貢献

共用部分
専有部分

凡例

　団地の南側では、全体の4分の1に相当する敷地について、送電線設備のため東京電力と地役権設定契約がされており、具体的
には「送電線下の建造物の一切の築造禁止」と定めている。一方、建替えの事業採算性を確保するためには、当該敷地部分につい
ての活用が必須の状況であった。
　地役権設定契約の変更にあたっては、土地所有者の全員同意が必要である。マンション建替組合設立の行政認可に際して地役
権設定契約の変更を求められた場合、全員同意の実現が非常に難しく、事業が停滞する恐れがあるため、東京電力と横浜市と継
続して協議を実施した。
　結果として、同意時期を建替え決議後とし、権利者が建替え合意者のみとなった時点で契約変更に係る合意を取得することと
なった。地役権設定契約の変更は解体工事着手までに行い、建替え決議及びマンション建替組合設立は、契約変更を前提とした
設計等に基づき実施することで、事業を進捗させることが可能となった。建替え決議では、図面に「地役権設定契約変更を前提と
している」旨の注記を記載した上で可決した。

横浜市との協議内容

※地理院地図を加工して作成

※  2025年度竣工を予定。図面・パースについては設計途中の物であり、
最終的な設計とは異なります。

課題に対応する検討内容❶　一団地認定の取消しについて

課題に対応する検討内容❷　地役権設定契約変更に向けて

• 一団地認定区域内の一部変更に
ついて市長の認定を受けるに当
たっては、隣接団地（区域内のそ
の他権利者）への十分な説明が必
要。

• 隣接団地の住民を対象に資料を
配布の上説明会を開催。法令の概
要、検討状況や現時点で隣接団地
への影響はないこと等を説明し
た他、事前の質疑内容に応じて説
明会資料の修正や追加を行う等
丁寧な対応を行った。

隣接団地の建替え時に、権利者全員の
同意により一団地認定の取消しが可能
（再建マンション住民は両団地の状況
を周知済）

将来的に一団地認定の取消しが可能と
なるよう、こまどり団地のみの敷地で
建築基準法等の法令に適合するよう計
画し、先行してこまどり団地を建替え

Step1 Step2

● 対面での説明を重視
居住者は高齢の方が多く、書面のみでは理
解不足や勘違いが生じるため、対面での説
明会や個別面談の機会を多く設けました。

column

● 経済条件向上への取組
資金的な余裕がある訳ではないため、経済条件を向上させ
るべく、一団地認定や建築基準法における設計の条件等に
ついて綿密に協議をすることで容積率の消化を図り、不要
な開発工事を行わない等の設計的な工夫も行いました。

● 建替えと修繕・改修を比較検討して説明
高齢の方は特に2回の引越しや仮住まいへの心理的障壁もあ
り、建替えに対するマイナスイメージから否定的な意見が増え
ていくことが予想されていたが、「建物の再生」という大きな
視点で、建替えをせずに修繕・改修を選んだ際に起こりうる将
来についてもしっかりと説明を行い、比較検討出来る様心掛け
ました。
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マンション名 若松二丁目住宅
提 案 者  野村不動産株式会社

賃貸・分譲併存の大規模団地における敷地分割による建替工事

　道路の新設整備による敷地の未接道状態の解消および、隣接
する賃貸住宅との一体的な一団地認定の解除と再設定を行うこ
とで建替えを実現するとともに、保留敷地型の敷地分割、段階
的施工、総合設計制度の活用を行うことで事業性の確保を実現。

所 在 地 千葉県船橋市
竣 工 年 1969年
敷 地 面 積 42,295㎡
建 築 面 積  6,357㎡
延 床 面 積 30,241㎡
構 造 鉄筋コンクリート造
階 数 地上5階
棟 数 16棟
総 住 戸 数 576戸
区分所有者数（住宅） 576名
住 宅 以 外 の 用 途 無

取組概要 従前建物外観（未解体）

建替
（工事）

検討経緯等
● 建物の老朽化の進行とバリアフリーの対応の必要性
・ 給排水管及びガス管の老朽化による不具合、コンクリ
ートの剥落等、日常生活を送る上で、解消が急務とな
る事象が頻発していた。また、団地内の居住者の高齢
化が進行しており、バリアフリーへの対応を求める声
が多い状況であった。
・ 改修修繕では上記課題すべてを解消することは困難で
あり、また老朽化による今後の修繕費用の増加、資産
価値の低下に対する懸念があった。

● 液状化等の防災性能上の不安
・  2011年の東日本大震災時に液状化現象が発生してお
り、今後同等の地震が起きた際の不安が顕著であった。
また、階段室住棟であることから、有事の際の避難経
路が限定される等の懸念もあり、防災対策上の課題も
生じていた。

● 建替事業上の課題点
・ 当団地と隣接する賃貸住宅団地は一体的に「一団地認定（建
築基準法第86条）」をかけられて建築されており、更に賃貸
住宅団地側の敷地のみが接道されている状態であった。その
ため、公道整備によって未接道状態を解消する検討が必要だ
った。

・ 郊外型団地の特性上、都心部の建替事業と比較すると保留床
の処分性が高くなく、区分所有者の負担軽減が課題となって
いた。

● これまでの取り組み

●  賃分併存の大規模団地において、道路の新設や共用インフラの分割・整理などにより、一団地認定を解消し、賃貸団地と敷
地を分割しながら、一体的な団地再生に取り組む提案であり、先導的と評価した。また、２回の建替え推進決議、全戸を対象
とした個別面談、広報誌発行や各種説明会、棟別意見交換会等を繰り返し実施する等の建替え決議に向けた取組や、保留敷
地の設定、工事ヤード・工事車両ルートの工夫による工期短縮についても評価した。

　〔令和4年度第2回　評価委員会公表資料（国立研究開発法人建築研究所作成）より〕

評価委員会で評価された内容

2007年 管理組合理事会での建替え検討開始

2009年 建替え検討委員会 (後に再生検討委員会 )設置
「修繕改修」と「建替え」の検討を実施

2012年 建替え推進決議が可決
建替え推進委員会が発足

2023年 一括建替え決議成立
同年 マンション建替組合設立認可

従前建物の情報
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課題に対応する改修内容
① 一団地認定の取消しと
　 未接道敷地の解消
●  一団地認定の分割・再設定の検討
建替組合とUR都市機構一体で一団地認定の取消しを申
請、その後建替組合とUR都市機構それぞれで一団地の
再設定を申請することで、一団地認定の分割と再設定を
実現する。

●  外周道路の整備による未接道地の解消
敷地を接道させるため、外周道路の整備を行う必要があ
る。道路の整備に伴い、本事業では隣接賃貸団地の所有
者である、UR都市機構との間で下記の敷地整序を実施
する。
①外周道路の残置（URより取得）⇒右図オレンジ色部分
②北側賃貸団地通路の拡幅（URへ売却）⇒右図水色部分
③敷地境界線の整形化（URへ売却）⇒右図水色部分

●  賃貸団地との共用インフラ管の分割・整理
賃貸住宅と共用しているインフラ管について、汚水管、
給水管、ガス管、雨水管をそれぞれ分割する整理を実施
し、建替え後の維持管理における区分の明確化と管理の
容易化を図る。

② 工区分けによる保留床
　 取得金額の向上
●  先行工区、後行工区の2街区に工区分け
先行工区は建替組合事業として、約1000戸の再建マン
ションへと建て替わる。再建マンションの取得を希望す
る組合員は先行工区の中から住戸を選択し、竣工後再入
居することとなる。また、後行工区については保留敷地
として、デベロッパーによる一般分譲事業となる予定。
解体工事については先行工区、後行工区共に実施、新築
工事については先行工区が先行して実施することにより、
再入居までのスケジュールの短縮を実現する。デベロッ
パーへの後行工区の保留敷地の売却費用は事業費に充当
され、区分所有者の負担を軽減する。

③ 総合設計制度活用の検討
●  総合設計制度及び一団地認定を活用した建替え計画　　
絶対高さを31mから45mに緩和することで、区分所有者からの要望の多い南向き主体の配棟を可能にすると同時に、空地の確
保により住環境の向上と、建替え敷地部分および保留敷地部分が一体となった、緑あふれる街並みを実現した。また、容積率に
ついて、約200％から約223％まで割り増しを受けることで、住戸面積の最大化による地権者の経済的負担軽減を実現した。

広場状空地と計画建物 緑あふれる一体的な街並み
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マンション名 桜台団地
提 案 者  横浜市住宅供給公社・株式会社URリンケージ

大量の保留床処分と低い還元率を克服した郊外分譲団地の一括建替工事

　「456戸の組合員の合意形成」「コミュニティの衰退」「厳し
い建築規制」「駅至近とは言えない立地環境」等の課題につい
て対応した建替えを実現。

所 在 地 神奈川県横浜市
竣 工 年 1966年
敷 地 面 積 44,636㎡
建 築 面 積 7,138㎡
延 床 面 積 25,617㎡
構 造 鉄筋コンクリート造
階 数 地上4階
棟 数 18棟
総 住 戸 数 456戸
区分所有者数（住宅） 434名（建替え決議時）
住 宅 以 外 の 用 途 無

取組概要 従前建物外観（建物解体済）

建替
（工事）

検討経緯等
●  従前の団地では、適切な計画修繕等が行われていたが、築後50年が経過、雨漏りや漏水等の不具合等が発生し、外壁、屋上
防水等の建物及び給排水、ガス設備等に老朽化の進行が見られていた。

2004年 築40年を機に「修繕」と並行して「建替え」検討を開始
2007年 リーマンショック等による建替え検討の減速
2012年 アンケート結果を踏まえ、改めて「建替え」検討が本格化
2015年 建替え推進決議可決
2016年 基本設計業務受託者選定
2017年 事業協力者選定
2019年 一括建替え決議可決
2020年 建替組合設立
2021年 権利変換計画認可

当団地のこれまでの取り組み

・ 建替え決議時点では、2/3以上の組合員が65歳以上となっており、理
事の担い手不足や継続したコミュニティの健全な維持発展が困難にな
ることに加え、今後空き家の増加などの大規模団地が抱える課題への
対応が困難になることが予想されていた。

・  456戸の大規模団地ということもあり、多
くの組合員と対話をするための工夫として、
建替え推進決議の後（建替え決議の約3年
前）には団地内に現地相談室を開設し、建
替えに係わる質問や不安事などに関する個
別の相談に応じられる体制を整備した。

　対話の継続・説明会の繰り返しの開催によ
　り、建替え決議の可決へ

●  事業性が高いとは言えない郊外分譲団地の建替えに向け、多目的スタジオやリモートワークスペースなどを備え、イベント
時に地域開放されるコミュニティ施設棟の整備による魅力づけや、エレベーターの乗り継ぎによる敷地高低差の克服、組合
員の取得可能住戸の拡大など、500 戸超の保留床処分に向けた工夫がみられる計画を評価した。さらには、低い還元率や高
い転出率の中で地道な合意形成活動により一括建替え決議に至った点や、各ブロック１棟構成による一団地認定の回避など
の工夫も先導的な提案として評価した。　　　　　　　〔令和4年度第2回　評価委員会公表資料（国立研究開発法人建築研究所作成）より〕

評価委員会で評価された内容

従前建物の情報

建替相談室（従前建物内・1311号室）
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課題に対応する改修内容
●  敷地が広く、各敷地の四周に公道が接する団地であり、駅に一番近いDブロックで徒歩約10分、一番遠いABブロックで約

14分という立地であり、敷地内の高低差も最大で約24ｍという立地環境で、起伏のある土地形状となっている。

●  計画案の作成にあたってはできるだけ組合員の意見を反映させ、課題になっていた敷地内の高低差の解消およびバリアフリ
ー化の実現のため、高低差の大きい2か所に住民専用の屋外エレベーターを計画し、メイン通りまで続く歩行者空間を確保
した。又、ブロックごとに公道を挟むため、一団地認定を考慮しない総合設計として進めてきた。

● 団地中央に共用棟を配置（コミュニティの拠点となる施設計画）
　高齢化や賃貸居住者の増加等でコミュニティも希薄になりつつ
あり、防犯・防災上の観点からもコミュニティの重要性を意識す
る声もあったことから、敷地中央に多くの共用施設 (A2共用棟お
よびB2共用棟 )を配置し、コミュニティづくりのきっかけとなる
場を計画した。
　また、何かあったときにお互いが助け合えるコミュニティづく
りを目指し、竣工当初は地元で活動を行っている団体の支援など
を得てコミュニティ活動の支援を行うことを計画しており、一部
の共用施設では地域に開かれたイベント等の開催も検討している。

● その他の取組
① 仮住まい、移転先確保の支援
　高齢者は民間賃貸について抵抗感（貸してもらえな
いのではないかという不安）を持っており、横浜市住
宅供給公社賃貸及びUR賃貸を希望する方が多く、団
地内の相談所で物件紹介できる環境を整備した。
②引越し支援
　引越しに伴う荷物等の整理については事業協力者
が不用品処分業者や引越し業者を紹介するなど協力
した。
③定期的な委員会活動とその情報発信による透明性の確保
　建替え決議までの検討委員会の打合せ回数は110 回
以上となり、建替え計画案の検討、修繕・改修と建替
えとの比較検討、管理規約の改定、情報発信の仕方な
ど工夫しながら検討を継続的に行なった。
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評価ポイント 採択プロジェクトにおいて評価されたポイントの分類

1.改修
評価のポイント 評価内容 マンション名 掲載

ページ

構造躯体の長寿命化 ●  大規模修繕の周期延長につながる高耐久材料の使用
●  タイル補修工事に新工法を採用、詳細な補修図面の整備 朝日パリオ浦和辻 28

●  外壁の外断熱化、サッシガラスの複層化による 外皮性能の向上 ファミールヴィラ苗場タワー 18

ライフラインの 
長寿命化と性能向上

●  給排水管等の配管更新
　・  水改質装置（Eiddy）の設置 ファミールヴィラ苗場タワー 18

　・ 共用給排水管の更新 四谷ガーデニア 22

　・ 専有部分を含む給排水管・給湯管の同時かつオール樹脂化 インペリアル東久留米 26

　・ 集合管を利用し、排水立管を1本にまとめてコスト削減 
　・ 樹脂集合管軽量化による遮音対策 
　・ 70㎝埋込部分など、再生工法の有効な活用

アーバニティ王子 34

　・  先行配管した新設揚水管の仮設給水管暫定利用により資機材効率化
　・  他の排水横主管への合流で、不要となった配管貫通穴を利用してバイパス通気管

を設置

ベル・パークシティ
画地ⅡJ棟 36

　・  増圧直結給水方式を採用しつつ建物継続使用の観点から既存高架水槽を併用
　・  排水管の竪管及び横引き接続部までを範囲としてオール樹脂化の実現
　・  耐火プラAD継手を活用し、スラブ上配管を実現

音羽ハウス 38

●  スラブ下配管の解消
　・  スラブ下配管の解消と専有部分給排水管の全面更新による排水システムの統一と

性能向上 入船東エステート住宅 24

●  給水方式変更
　・ 直結増圧方式へ変更 ヴェルビュ麻生 20

　・ 直結増圧方式へ変更 インペリアル東久留米 26

●  受電方式変更（高圧から低圧へ切替） 朝日パリオ浦和辻 28

●  工程計画の工夫
　・ 排水制限の中休み設定等による工事中の住民負担の軽減 インペリアル東久留米 26

●  合意形成上の工夫
　・ 共用給排水管更新工事ロードマップの作成 四谷ガーデニア 22

　・ Web会議の実施や工事内容の周知にYouTubeを活用 入船東エステート住宅 24

●  メンテナンス
　・ 3D データを活用した図面を作成 
　・ メンテナンスのしおり全戸配布による将来への配慮 アーバニティ王子 34

●  外気処理用外調機、予熱加熱用ボイラー設置による給 
気の見直し ファミールヴィラ苗場タワー 18

共用部の長寿命化 ●  外構広場・通路床改修工事 逗子ハイデンス 32

省エネルギーの向上 ●  電気自動車充電設備の設置 朝日パリオ浦和辻 28

●  建物断熱性の向上
　・ 外断熱改修工事・エアコン室外機の設置ルールの整備 
　・ 各住戸玄関廻り改修工事 逗子ハイデンス 32

多様な居住ニーズへの
対応

●  自主管理歩道などのスロープ化、エントランスホール出入口自動ドア化、垂直2段
式駐輪機の導入他 朝日パリオ浦和辻 28

防災対策 ●  免震・耐震改修
　・ エレベータの耐震改修案と免震化を伴う増設案の比較検討 シャンボール三田 16

　・  SRCフレーム（スマートピタ工法）を活用した補強設計により騒音対策、コスト削減
　・  地震時の各戸の玄関扉枠変形防止のためカバー工法により玄関扉を更新 音羽ハウス 38

●  浸水対策
　・ 詳細な浸水シミュレーションに基づく対策工事 コンフォール上倉田 14

　・ エレベータにピット冠水時管制運転機能を整備
　・ 各棟玄関への止水板設置や電気室等の止水ドア化 ヴェルビュ麻生 20

　・ 主要電気設備を全て電気室へ集約、同室の防水扉化 朝日パリオ浦和辻 28

　・ 地階電気関係諸室遮水 スカイシティ南砂 30

●  停電対策
　・ 停電時にエレベータ及び給水設備への給電を可能とする対策 ヴェルビュ麻生 20
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2．建替え
評価のポイント 評価内容 マンション名 掲載

ページ

団地型 
マンションの再生

●  一団地認定の解消、分割、再設定等
　・  一団地認定区域内における一部団地の建替え 港南台こまどり団地 52

　・  一団地認定の分割・再設定の検討
　・  外周道路の整備による未接道地の解消 若松二丁目住宅 54

　・  再建マンションの各ブロック１棟構成による一団地認定の回避 桜台団地 56

●  敷地分割 ·保留敷地設定による権利者負担の軽減
　・  敷地約半分の既存住棟の仮住まい利用
　・ 保留床分譲の市場性を踏まえた保留敷地の設定 府中日鋼団地 40

　・ 既存住棟の仮住まい利用 下野池第2住宅 44

　・ 保留敷地の活用による仮移転期間の短縮 習志野台三街区住宅団地 50

　・  先行工区、後行工区の2街区に工区分け
　・  総合設計制度及び一団地認定を活用した建替え計画 若松二丁目住宅 54

●  非現地建替えと敷地分割の活用の検討 狩口台8団地 42

●  賃貸団地との共用インフラ管の分割・整理 若松二丁目住宅 54

●  共用部の計画
　・  団地中央に共用棟を配置コミュニティーの拠点となる施設計画
　・  エレベータ―乗り継ぎによる敷地高低差の克服 桜台団地 56

●  権利者負担の軽減
　・  仮住まい、移転先確保の支援、引っ越し支援 桜台団地 56

●  合意形成
　・  定期的な委員会活動とその情報発信による透明性の確保 桜台団地 56

単棟型 
マンションの再生

●  再生方針検討
　・  大規模修繕・再開発・建替え・敷地売却など様々な方向性を検討 カルコスビル 46

　・  2つの建物の敷地を一体化し、容積率緩和や高さ突破の特例を活用
　・  敷地売却事業と等価交換事業を組み合わせた事業 ハイネス麻布/木村ビル 48
●  両建物の権利者に対する衡平な事業提案等の合意形成の工夫

防災対策 ●  防災拠点・防災備蓄倉庫の整備
　・ 受水槽跡を防災備蓄倉庫へ改修 ヴェルビュ麻生 20

　・ エレベータ機械室跡を防災備蓄倉庫へ改修
　・ 同室跡と隣接する管理室の一体化による防災拠点整備 朝日パリオ浦和辻 28

　・ スカイラウンジ（20階）災害拠点整備 スカイシティ南砂 30

　・ 新設受水槽を災害時の給水拠点化 ベル・パークシティ
画地ⅡJ棟 36

●  防火対策
　・  階段の扉をドアクローザに更新（常時閉鎖型）
　・  EV昇降路の竪穴区画整備（EVに防炎スクリーン設置） 音羽ハウス 38

●  玄関のバリアフリー化、地上オイルタンクの設置 ファミールヴィラ苗場タワー 18

新たなニーズへの対応 ●  大型郵便物対応の郵便受け改修、電動アシスト自転車等へ対応する垂直2段式駐輪
機の導入他 朝日パリオ浦和辻 28

●  テレワーク他
　・  リモートワーク需要・高齢化社会対応 ファミールヴィラ苗場タワー 18

　・  スカイラウンジ（20階）の通信環境等を整備し平時はテレワーク用スペースとし
て活用可能 スカイシティ南砂 30

権利者負担の軽減 ●  工事中の負担軽減
　・    大規模修繕工事延伸による仮設足場のない工事 アーバニティ王子 34

　・  安全で通行制限を少なくする共用部工事の実施
　・  居住者用仮設トイレ使用時の負担軽減対策

ベル・パークシティ
画地ⅡJ棟 36

●  当社独自の瑕疵保険による大規模修繕の5年延伸 アーバニティ王子 34

合意形成 ●  居住者・区分所有者の意見聴取、建物診断、温熱環境調査等 逗子ハイデンス 32
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参考資料 採択プロジェクト一覧

事業タイプ マンション名 提案者
【補助事業者※】 延床面積 竣工年 タイプ

令
和
2
年
度

第
1
回

計画支援 スカイライフ武蔵小山 NPO都市住宅とまちづくり研究会 943㎡ 1976 単棟型
〃 朝日多摩川マンション 阪急阪神不動産㈱ 6,808㎡ 1978 単棟型
〃 竹山団地1610棟 団地再生事業協同組合 2,172㎡ 1971 団地型

改修工事 秀和高円寺レジデンス ジャパン・エンヂニアリング㈱ 10,491㎡ 1971 単棟型

第
2
回

計画支援 若松二丁目住宅 ㈱NEXT ARCHITECT&ASSOCIATES 20,241㎡ 1969 団地型

〃 府中日鋼団地 府中日鋼団地管理組合 
【㈱長谷工コーポレーション】 43,415㎡ 1966 団地型

〃 ワイムティハイム ミサワホーム㈱ 2,108㎡ 1981 単棟型
〃 コンフォール上倉田 （一社）TOKYO住まいと暮らし 11,075㎡ 1994 団地型
〃 カルコスビル （一社）マンション建替推進協会 6,498㎡ 1975 単棟型

〃 東武大宮公園サンライト 
マンション弐番館

東武大宮公園サンライトマンション弐番館管理組合 
【㈱再開発計画オフィス】 3,730㎡ 1980 単棟型

〃 外神田フジハイツ （公財）まちみらい千代田 1,819㎡ 1981 単棟型
〃 関口町ビル NPO都市住宅とまちづくり研究会 4,301㎡ 1969 単棟型
〃 朝日プラザ四天王寺 ㈾ゼンクリエイト 8,424㎡ 1979 単棟型

改修工事 ヴェルビュ麻生 ㈱ベルハウジング 13,820㎡ 1996 単棟型
〃 コープ野村東六郷 野村不動産パートナーズ㈱ 6,225㎡ 1982 単棟型

建替工事 習志野台11街区住宅 相鉄不動産㈱
（㈱UG都市建設） 13,467㎡ 1968 団地型

令
和
3
年
度

第
1
回

計画支援 シャンボール三田 （一社）新都市ハウジング協会 22,412㎡ 1978 単棟型
〃 スカイシティ南砂 （一社）日本マンション管理士会連合会 36,044㎡ 1988 単棟型

改修工事 四谷ガーデニア ㈱エフビーエス 11,186㎡ 1981　　　　単棟型
〃 西葛西ハイツ ㈱太平エンジニアリング 23,295㎡ 1979 団地型

建替工事 習志野台三街区住宅団地 日鉄興和不動産㈱ 20,727㎡ 1967 団地型

第
2
回

計画支援 東商センタービル ㈱エフ・ビー・エム 14,257㎡ 1970 単棟型
〃 元町通6丁目7番街区一棟建物 ㈾ゼンクリエイト 7,663㎡ 1967 単棟型
〃 シーアイマンション白金 三菱地所レジデンス㈱ 14,121㎡ 1975 単棟型
〃 御殿山ハイツ ㈱河辺哲雄建築都市設計事務所 5,992㎡ 1979 単棟型
〃 橋本スカイハイツ （一社）マンション総合サポートセンター 1,601㎡ 1961 単棟型
〃 狩口台8団地 狩口台8団地管理組合法人 18,982㎡ 1969 団地型

〃 逗子ハイデンス 逗子ハイデンス管理組合 
【㈱長谷工総合研究所】 5,028㎡ 1974 単棟型

〃 関口町ビル【継続採択】 NPO都市住宅とまちづくり研究会 4,301㎡ 1969 単棟型

改修工事 入船東エステート住宅 ㈱ジェス診断設計 
【日本設備工業㈱】 95,205㎡ 1982 団地型

〃 インペリアル東久留米 ㈱翔設計 
【京浜管鉄工業㈱】 38,555㎡ 1989 団地型

〃 ヴェルビュ麻生【継続採択】 ㈱ベルハウジング 13,820㎡ 1996 単棟型

〃 コンフォール上倉田 
【継続採択】

（一社）TOKYO住まいと暮らし 
【旭日建設㈱】 11,075㎡ 1994 団地型

〃 朝日パリオ浦和辻 朝日パリオ浦和辻管理組合法人 
【㈱カシワバラ・コーポレーション】 8,297㎡ 1994 単棟型

建替工事 ワイムティハイム 
【継続採択】 ミサワホーム㈱ 2,108㎡ 1981 単棟型

〃 港南台こまどり団地 三菱地所レジデンス㈱ 4,670㎡ 1978 団地型

第
3
回

計画支援 下野池第2住宅 ㈱地域計画建築研究所 26,252㎡ 1970 団地型
〃 上高田四丁目団地 ㈱URリンケージ 23,812㎡ 1971 団地型

改修工事 パーク・エステート上板橋 パーク・エステート上板橋管理組合【㈱建物保全センター】 27,227㎡ 1996 単棟型

建替工事 多摩川住宅ホ号棟 住友不動産㈱
【㈱長谷工コーポレーション】 24,613㎡ 1968 団地型

〃 第7宮庭マンション 三菱地所レジデンス㈱ 7,300㎡ 1969 単棟型

令
和
4
年
度

第
1
回

計画支援 三田シティハウス (一社 )新都市ハウジング協会 13,853㎡ 1998 単棟型

改修工事 シャンポール三田
【継続採択】

シャンボール三田管理組合 
（㈱日立ビルシステム） 22,412㎡ 1978 単棟型

〃 稲毛スカイタウンやすらぎの
街

㈱翔設計 
（京浜管鉄工業㈱） 33,988㎡ 1988 団地型

第
2
回

計画支援 ハイネス麻布/木村ビル 三菱地所レジデンス㈱ 4,480㎡ 
1,440㎡

1971 
1974

単棟型

〃 ラコティスカイマンション NPO都市住宅とまちづくり研究会 3,016㎡ 1974 単棟型
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事業タイプ マンション名 提案者
【補助事業者※】 延床面積 竣工年 タイプ

第
2
回

〃 東急ドエル市が尾アネックス ㈱東急コミュニティー 9,487㎡ 1978 団地型
〃 ファミールヴィラ苗場タワー ㈱髙屋設計環境デザインルーム 18,320㎡ 1990 単棟型

〃 鶴甲コーポ17号館 鶴甲コーポ17号館管理組合 
（㈱コー・プラン） 2,333㎡ 1969 単棟型

〃 キャナルワーフタワーズ 戸田建設㈱東京支店 72,792㎡ 2000 団地型
〃 サンコーポ唐湊 エム管理不動産 1,600㎡ 1978 単棟型
〃 アーバニティ王子 野村不動産パートナーズ㈱ 2,835㎡ 1988 団地型
〃 ピアコート三鷹 ㈱アルク 650㎡ 1981 単棟型

改修工事 みさと第一住宅 ㈲マンションライフパートナーズ 
（京浜管鉄工業㈱） 38,528㎡ 1974 団地型

〃 四谷ガーデニア【継続採択】 ㈱エフビーエス 11,186㎡ 1981 単棟型
〃 スカイシティ南砂 ㈱シミズ・ビルライフケア 36,044㎡ 1988 単棟型
〃 逗子ハイデンス ㈱ヨコソー 5,028㎡ 1974 団地型

建替工事 四谷サンハイツ 三菱地所レジデンス㈱ 6,193㎡ 1978 単棟型
〃 桜台団地 横浜市住宅供給公社 25,617㎡ 1966 団地型
〃 若松二丁目住宅 野村不動産㈱ 30,241㎡ 1969 団地型
〃 東商センタービル 日鉄興和不動産㈱ 14,425㎡ 1970 単棟型

第
3
回

計画支援 梅島ハイツ ㈱ジェスコン 3,186㎡ 1974 単棟型
〃 103大稲マンション ㈱ラプロス 4,673㎡ 1975 単棟型

改修工事 座間入谷ハイツ住宅
座間入谷ハイツ管理組合 
（㈱長谷工リフォーム）

28,606㎡ 1985 団地型

〃 秀和高円寺レジデンス ジャパン .エンヂニアリング㈱ 10,491㎡ 1971 単棟型

令
和
5
年
度

第
1
回

改修工事 ライオンズマンション日吉南 京浜管鉄工業㈱ 2,977㎡ 1987 単棟型
〃 ベル・パークシティ画地ⅡJ棟 建装工業㈱関西支店 34,146㎡ 1989 単棟型
〃 アーバニティ王子 野村不動産パートナーズ㈱ 2,835㎡ 1988 団地型

建替工事 下野池第2住宅【継続採択】 京阪電鉄不動産株 26,252㎡ 1970 団地型

第
2
回

計画支援 新金岡第2団地住宅 ㈾ゼンクリエイト 25,241㎡ 1967 団地型
〃 鷺沼コーナス ㈱ジェスコン 1,547㎡ 1976 単棟型
〃 東京自興ビル・国分マンション 日鉄興和不動産㈱ 6,690㎡ 1968 単棟型
〃 荻窪コーエイマンション ㈱江守建築設計 4,566㎡ 1970 団地型

改修工事 ファミールヴィラ苗場タワー ㈱髙屋設計環境デザインルーム 18,320㎡ 1990 単棟型
〃 キャナルワーフタワーズ 戸田建設㈱東京支店 72,792㎡ 2000 団地型
〃 音羽ハウス ㈱アークブレイン 12,449㎡ 1970 単棟型

建替工事 カルコスビル 大和ハウス工業㈱ 6,498㎡ 1975 単棟型

※補助事業者：交付申請等の手続きを行い、補助金の交付を受けようとするもの。なお、括弧書きによる記載がないマンションは提案者と補助事業者が同一。

※1　内2件は後日辞退届を受領。採択取消済。　
※2　内2件は後日辞退届を受領。採択取消済。　
※3　内1件は第2回評価委員会にて要確認事項が残ったため当該事項確認後、第3回評価委員会にて採択。
※4　内1件は後日辞退届を受領。採択取消済。
※5　内1件は後日辞退届を受領。採択取消済。

採択状況
令和2年度から令和5年度までに計11回の募集が行われ、163件の応募に対して、83件が採択されています。

年度 回 応募件数 採択件数
採択件数内訳

計画支援型 工事支援型
改修工事 建替工事

令和2年度
第1回 8 4 3 1 0
第2回 29 14 11 2 1
第3回 2 0 0 0 0

令和3年度
第1回 5 5 2 2 1
第2回 17 17 8 7 2
第3回 10 5 2 1 2

令和4年度
第1回 5 4 2 2 0
第2回 31 18 9 4 5
第3回 7 4 2 2 0

令和5年度
第1回 14 4 0 3 1
第2回 35 8 4 3 1

合計 163 83 43 27 13

※1

※2

※4

※5

※3

※4

※5

※1

※2



〔編集〕　一般社団法人マンション再生協会
〔協力〕　国土交通省住宅局

●本事例集に関するお問い合わせ先
　一般社団法人マンション再生協会
　住　所　〒105-0004　東京都港区新橋6-14-5　SW新橋ビル3階
　T E L：03-5422-1377
　E-mail：toiawase＠manshon-l-life.com


